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平成 16 年３月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 15 年 11 月 13 日 

会 社 名   株式会社 精工技研         登録銘柄 

コ ード番 号   6834                本社所在都道府県    千葉県 

（ＵＲＬ http://www.seikoh-giken.co.jp ） 

代 表 者  役 職 名   代表取締役社長 

        氏    名   上野 昌利 

問い合わせ先  責任者役職名   経営企画室 

        氏    名   斎藤 祐司     ＴＥＬ（047）388－6401    

決算取締役会開催日  平成 15 年 11 月 13 日       中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  ―                単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 

１．15 年９月中間期の業績（平成 15 年４月１日～平成 15 年９月 30 日） 

(1) 経営成績                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

15 年９月中間期 3,100  （24.2） 910 （78.2） 838 （73.5）

14 年９月中間期 2,495  （ 3.7） 511 （17.2） 483 （ 4.4）

15 年３月期 4,108   389  303  

 

 中 間 (当 期) 純 利 益 
1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円   ％ 円  銭

15 年９月中間期 562 （70.1） 60.43

14 年９月中間期 330 （△0.3） 35.41

15 年３月期 △1,084 △116.24

(注) 1．期中平均株式数 15 年９月中間期 9,302,542 株 14 年９月中間期 9,333,556 株 15 年３月期 9,329,752 株 

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

（注） 15 年９月中間配当金の内訳 

 円 銭 円 銭

15 年９月中間期 0.00 ― 

14 年９月中間期 0.00 ― 

     記念配当  0 円 00 銭 

     特別配当  0 円 00 銭 

 

15 年３月期 ― 20.00 
 

(3) 財政状態                 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

15 年９月中間期 23,548 22,355 94.9 2,402.99 

14 年９月中間期 24,369  23,402 96.0 2,507.40 

15 年３月期 22,718 21,836 96.1 2,347.39 

(注) 1．期末発行済株式数 15 年９月中間期 9,333,654 株 14 年９月中間期 9,333,654 株 15 年３月期 9,333,654 株 

     2. 期末自己株式数  15 年９月中間期   30,308 株 14 年９月中間期    308 株 15 年３月期    31,308 株 
 

２．16 年３月期の業績予想（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日） 
1 株当たり年間配当金 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 5,735 1,300 839 30.00 30.00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   89 円 94 銭 

 

※ 上記に記載した予想数値は現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり多分に不確定な要素を含んでおります。 
  実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
  なお、上記の予想に関連する事項は添付資料の８ページをご参照ください。 
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 中間貸借対照表 
(単位：千円) 

当 中 間 会 計 期 間 末 

(平成 15 年 9 月 30 日現在)

前 中 間 会 計 期 間 末 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 15 年 3 月 31 日現在)

期別

 

科目 

金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 構成比

【 資 産 の 部 】  % % %

Ⅰ 流 動 資 産   

1. 現 金 及 び 預 金  10,943,937 9,079,338  9,897,097

2. 受 取 手 形  57,128 35,061  42,630

3. 売 掛 金  842,815 650,529  632,466

4. 有 価 証 券  2,002,598 3,001,424  2,002,120

5. た な 卸 資 産  567,746 2,105,786  727,552

6. そ の 他  83,778 102,864  402,683

 貸 倒 引 当 金  △   5,490 △   2,920  △   2,920

計  14,492,515 61.5 14,972,085 61.4 13,701,630 60.3

   

Ⅱ 固 定 資 産   

( 1 ) 有 形 固 定 資 産 ※1,3  

1. 建 物  2,687,270 2,879,171  2,777,858

2. 構 築 物  79,819 97,386  87,656

3. 機 械 及 び 装 置  256,314 307,187  268,354

4. 車 両 運 搬 具  1,146 1,673  1,360

5. 工具、器具及び備品  244,998 293,087  229,111

6. 土 地  2,984,278 2,984,278  2,984,278

7. 建 設 仮 勘 定  116,296 113,376  113,876

計  6,370,123 27.1 6,676,160 27.4 6,462,494 28.4

   

( 2 ) 無 形 固 定 資 産  108,183 0.5 146,931 0.6 126,481 0.6

   

(3)投資その他の資産   

1. 投 資 有 価 証 券  1,642,647 1,589,482  1,501,216

2. 関 係 会 社 株 式  358,781 358,781  358,781

3. 関 係 会 社 出 資 金  399,744 399,744  399,744

4. 繰 延 税 金 資 産  73,748 124,616  66,838

5. そ の 他  102,527 101,733  101,532

 貸 倒 引 当 金  △  10 △  10  △  10

計  2,577,439 10.9 2,574,348 10.6 2,428,103 10.7

固 定 資 産 合 計  9,055,746 38.5 9,397,440 38.6 9,017,079 39.7

   

資 産 合 計  23,548,262 100.0 24,369,525 100.0 22,718,709 100.0
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 (単位：千円) 

当 中 間 会 計 期 間 末 

(平成 15 年 9 月 30 日現在)

前中間会計期間末 

(平成 14年 9月 30日現在) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 15 年 3 月 31 日現在)

期別 

 

科目 

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

【 負 債 の 部 】  % % %

Ⅰ 流 動 負 債   

1. 買 掛 金  184,972 83,286  191,894

2. 未 払 金  141,302 59,089  187,657

3. 未 払 費 用  171,610 150,552  128,023

4. 未 払 法 人 税 等  191,378 308,402  3,893

5. そ の 他 ※2 63,442 44,413  55,050

計  752,705 3.2 645,743 2.6 566,518 2.5

   

Ⅱ 固 定 負 債   

1. 役員退職慰労引当金  118,270 119,440  123,260

2. 退 職 給 付 引 当 金  204,739 201,864  192,645

3. 預 り 保 証 金  116,700 ―  ―

計  439,709 1.9 321,304 1.3 315,905 1.4

負 債 合 計  1,192,414 5.1 967,048 4.0 882,424 3.9

   

【 資 本 の 部 】   

I 資 本 金  6,791,682 28.8 6,791,682 27.9 6,791,682 29.9

II 資 本 剰 余 金   

1.資本準備金  10,571,419 10,571,419  10,571,419

2.自己株式処分差益  24 ―  ―

資本剰余金合計  10,571,444 44.9 10,571,419 43.4 10,571,419 46.5

III 利 益 剰 余 金   

1.利益準備金  1,697,920 1,697,920  1,697,920

2.任意積立金  2,804,790 4,005,891  4,005,891

3.中間未処分利益又は当期

未処理損失(△) 

 
603,922 441,754

 
△973,250

利益剰余金合計  5,106,633 21.7 6,145,567 25.2 4,730,562 20.8

IV その他有価証券評価差額金  △ 48,369 △0.2 △ 103,724 △ 0.5 △ 189,673 △ 0.8

V 自己株式 ※4 △ 65,543 △0.3 △ 2,467 △ 0.0 △ 67,705 △ 0.3

資 本 合 計  22,355,847 94.9 23,402,477 96.0 21,836,285 96.1

   

負 債 ・ 資 本 合 計  23,548,262 100.0 24,369,525 100.0 22,718,709 100.0
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中間損益計算書 
 

(単位：千円) 

当中間会計期間 

 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 

 

自平成 14 年 4 月 1 日 

至平成 14 年 9 月 30 日 

前事業年度 

要約損益計算書 

自平成 14 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 3 月 31 日 

期別 

 

科目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比
  % % %

Ⅰ 売 上 高   3,100,206 100.0 2,495,640 100.0 4,108,530 100.0

Ⅱ 売 上 原 価 ※1 1,549,698 50.0 1,426,891 57.2 2,555,871 62.2

売 上 総 利 益  1,550,508 50.0 1,068,749 42.8 1,552,658 37.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 639,580 20.6 557,431 22.3 1,163,262 28.3

営 業 利 益  910,928 29.4 511,317 20.5 389,396 9.5

   

Ⅳ 営 業 外 収 益   

1. 受 取 利 息  511 835  1,546

2. 有 価 証 券 利 息  ― 652  1,393

3. 受 取 配 当 金  18,033 1,105  19,114

4. 法 人 税 等 還 付 加 算 金  7,762 37,830  37,830

5. 特 許 権 使 用 料  2,199 8,163  12,747

6. そ の 他  8,104 9,709  14,822

計  36,611 1.2 58,297 2.3 87,455 2.1

   

Ⅴ 営 業 外 費 用   

1. 休止固定資産減価償却費等 ※1 58,008 59,430  137,040

2. 為 替 差 損  45,807 24,901  22,999

3. た な 卸 資 産 除 却 損  354 1,623  1,707

4. そ の 他  5,198 489  11,440

計  109,369 3.5 86,445 3.5 173,187 4.2

経 常 利 益  838,170 27.0 483,169 19.4 303,664 7.4

   

Ⅵ 特 別 利 益 ※2 ― ― 164,060 6.6 164,090 4.0

Ⅶ 特 別 損 失 ※3 87,962 2.8 12,954 0.5 1,491,616 36.3

税 引 前 中 間 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ）

 
750,207 24.2 634,275 25.4 △1,023,861 △24.9

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  195,000 6.3 308,756 12.4 7,846 0.2

法 人 税 等 調 整 額  △6,910 △0.2 △4,993 △0.2 52,785 1.3

中 間 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ）

 
562,118 18.1 330,512 13.2 △1,084,492 △26.4

前 期 繰 越 利 益  41,804 111,242  111,242

中 間 未 処 分 利 益 又 は

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

 
603,922 441,754  △973,250
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 ・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

② その他有価証券で時価のあるもの・・・・ 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております） 

③ その他有価証券で時価のないもの・・・・ 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

① 商品・・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

② 製品  

金型関連製品  ・・・・・・・ 個別法による原価法によっております。 

光通信関連製品・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

③ 原材料・・・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

④ 仕掛品・・・・・・・・・・・・・ 個別法による原価法によっております。 

⑤ 貯蔵品・・・・・・・・・・・・・ 最終仕入原価法によっております。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4 月１日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 
建物   8 年～38 年 

機械装置 7 年～10 年 

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。

(2) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額の 100％を計上

しております。 

(3) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しており

ます。なお、数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 

 

4. ﾘｰｽ取引の処理方法 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

5. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 
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注記事項 

 

(中間貸借対照表関係) 

 (単位：千円) 

期別 

 

摘要 

当 中 間 期 

(平成 15 年 9 月 30 日現在) 

前 中 間 期 

(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

(平成 15 年 3 月 31 日現在)

※1. 有形固定資産の 

      減価償却累計額 
2,813,271 2,513,878  2,717,112

※2. 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

同左 ― 

※3. 休止固定資産 有形固定資産に含めて表示し

た休止固定資産は次のとおり

であります。 
建物 1,519,918
機械及び装置 4,207
工 具 、 器 具 

及 び 備 品 
21,838

土地 225,575
 

有形固定資産に含めて表示し

た休止固定資産は次のとおり

であります。 
建物 1,616,892
機械及び装置 456
工 具 、 器 具

及 び 備 品
37,182

土地 997,575
 

 

有形固定資産に含めて表示し

た休止固定資産は次のとおり

であります。 
建物 1,565,647
機械及び装置 4,573
工 具 、 器 具 

及 び 備 品 
28,733

土地 997,575
 

※4. 自己株式 当社が保有する自己株式の数

は普通株式30,308株でありま

す。 

当社が保有する自己株式の

数は普通株式308株でありま

す。 

当社が保有する自己株式の数

は普通株式31,308株でありま

す。 
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(中間損益計算書関係) 

 

  (単位：千円) 

期別 

 

摘要 

当中間会計期間 

 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 

 

自平成 14 年 4月 1 日 

至平成 14 年 9 月 30 日 

前事業年度 

要約損益計算書 

自平成 14 年 4月 1 日 

至平成 15 年 3 月 31 日 

※1. 減価償却実施額  

① 有形固定資産 174,238 218,571 438,089

② 無形固定資産 20,797 21,820 42,271

  

※2. 特別利益の主な内訳  

① 役員退職慰労引当金取崩益 ― 163,680 163,680

② 貸倒引当金戻入 ― 380 380

③ 投資有価証券売却益 ― ― 30

  

※3.  特別損失の主な内訳  

① 固定資産除却損 87,962 454 4,259

② 投資有価証券評価損 ― ― 2,443

③ 投資有価証券売却損 ― ― 96

④ たな卸資産評価・除却損 ― ― 1,449,280

⑤ 特別退職金等 ― ― 23,036

⑥ 支払過年度特許権使用料 ― 12,500 12,500
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 (リース取引関係) 

(単位：千円) 
当中間会計期間 

 

自平成 15 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 

 

自平成 14 年 4 月 1 日 

至平成 14 年 9 月 30 日 

前事業年度 

要約損益計算書 

自平成 14 年 4 月 1 日 

至平成 15 年 3 月 31 日 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 

① ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 

① ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引 

① ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
 

取 得
価 額 
相 当
額 

減 価 
償 却 
累 計 
額 相
当 額 

中 間 期
末 

残 高 
相 当 額 

工具、器具及 
び 備 品 

10,617 7,639 2,978 

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 2,492 1,246 

合 計 14,355 10,131 4,224 

  

 

 
 

取 得
価 額
相 当
額 

減 価
償 却
累 計
額 相
当 額

中 間 期
末 

残 高
相 当 額

工具、器具及
び 備 品

19,563 13,602 5,961

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 1,744 1,993

合 計 23,301 15,346 7,955

  

 

 
 

取 得
価 額 
相 当
額 

減 価
償 却
累 計
額 相
当 額

期 末
残 高
相 当
額 

工具、器具及 
び 備 品 

19,563 15,462 4,101

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 3,738 2,118 1,619

合 計 23,301 17,580 5,721

  
 取得価額相当額は、未経過ﾘｰｽ料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左  取得価額相当額は、未経過ﾘｰｽ料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 

② 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額 

   １  年  内   2,678 

   １  年  超   1,545 

 合   計     4,224 

② 未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額 

   １  年  内   3,730 

   １  年  超   4,224 

 合   計     7,955 

② 未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額 

   １   年   内   2,836 

   １  年  超   2,885 

 合   計     5,721 

 なお、未経過ﾘｰｽ料中間期末残高相当額

は、未経過ﾘｰｽ料中間期末残高の有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 

同左 

 

 なお、未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額は、

未経過ﾘｰｽ料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 

   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          1,497 

   減価償却費相当額  1,497 

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 

   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          2,233 

   減価償却費相当額  2,233 

③ 支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 

   支 払 ﾘ ｰ ｽ 料          4,467 

   減価償却費相当額  4,467 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

(有価証券関係) 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


